
承認第 ３ 号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 179 条第１項の規定により別紙のとおり専決処

分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

令和７年４月３日提出 

 

石垣市長 中 山 義 隆    



専 決 処 分 書 

 

 

 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 179条第１項の規定により、議会の議決すべき事

件について特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると

認め、「石垣市固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改正する条例」を専決処分する。 

 

  令和７年４月１日 

 

石垣市長 中 山 義 隆    

 

理 由 

  沖縄振興特別措置法及び地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に

関する法律の関係省令の改正が令和７年３月 31 日に公布され、同年４月１日から施行さ

れることに伴い、石垣市固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改正する必要がある。 

 

 

 



石垣市固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改正する条例 

 

 石垣市固定資産税の課税免除に関する条例（令和元年石垣市条例第 38 号）の一部

を次のように改正する。 

 

第３条中「令和７年３月 31 日」を「令和９年３月 31 日」に改める。 

第４条中「令和７年３月 31 日」を「令和９年３月 31 日」に、「器具及び備品(特定

高度情報通信技術活用システムにあっては認定特定高度情報通信技術活用設備に限

る。)」を「器具及び備品」に改める。 

第５条中「令和７年３月 31 日」を「令和９年３月 31 日」に、「器具及び備品(特定

高度情報通信技術活用システムにあっては認定特定高度情報通信技術活用設備に限

る。)」を「器具及び備品」に改める。 

第６条中「令和５年３月 31 日」を「令和 10 年３月 31 日」に改める。 

 

   附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 (経過措置) 

２ 改正後の第３条から第５条までの規定は、令和７年４月１日以後に新設され、又

は増設される施設又は設備について適用し、令和７年３月31日までに新設され、又

は増設された施設又は設備については、なお従前の例による。  

３ 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律(平成 19   

年法律第 40 号)第 13 条第４項又は第７項の規定による承認を受けた日が施行日前

である場合における改正後の第６条の規定の適用については、なお従前の例による。 
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石垣市固定資産税の課税免除に関する条例(令和元年条例第38号)の新旧対照表 

現行 改正後（案） 

(観光地形成促進地域における課税免除) (観光地形成促進地域における課税免除) 

第3条 市長は、観光地形成促進地域の区域内において、沖振法第6条第

4項の規定による観光地形成促進計画の提出の日(以下この条において

「提出日」という。)から令和7年3月31日までの間に、沖縄振興特別措

置法第九条等の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用

される場合等を定める省令(平成14年総務省令第42号)第1条第2項に

規定する対象施設を新設し、又は増設した青色申告者等(同法第7条の

2第6項に規定する認定事業者で、同法第8条第1項に規定する主務大臣

の認定を受けた者に限る。)について、当該対象施設の用に供する機械

及び装置、家屋若しくは構築物又は当該家屋若しくは当該構築物の敷

地である土地(提出日以後において取得したものに限り、かつ、土地に

ついては、その取得の日の翌日から起算して1年以内に当該土地を敷

地とする当該家屋又は当該構築物の建設の着手があった場合におけ

る当該土地に限る。)に対して課する固定資産税は、新たに課されるこ

ととなった年度以後5年度分について、課税を免除する。 

第3条 市長は、観光地形成促進地域の区域内において、沖振法第6条第

4項の規定による観光地形成促進計画の提出の日(以下この条において

「提出日」という。)から令和9年3月31日までの間に、沖縄振興特別措

置法第九条等の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用

される場合等を定める省令(平成14年総務省令第42号)第1条第2項に

規定する対象施設を新設し、又は増設した青色申告者等(同法第7条の

2第6項に規定する認定事業者で、同法第8条第1項に規定する主務大臣

の認定を受けた者に限る。)について、当該対象施設の用に供する機械

及び装置、家屋若しくは構築物又は当該家屋若しくは当該構築物の敷

地である土地(提出日以後において取得したものに限り、かつ、土地に

ついては、その取得の日の翌日から起算して1年以内に当該土地を敷

地とする当該家屋又は当該構築物の建設の着手があった場合におけ

る当該土地に限る。)に対して課する固定資産税は、新たに課されるこ

ととなった年度以後5年度分について、課税を免除する。 

(情報通信産業振興地域における課税免除) (情報通信産業振興地域における課税免除) 

第4条 市長は、情報通信産業振興地域の区域内において、沖振法第28

条第4項の規定による情報通信産業振興計画の提出の日(以下この条に

おいて「提出日」という。)から令和7年3月31日までの間に、同法第2

9条の2第8項に規定する認定情報通信産業振興措置実施計画に従っ

て、租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第42条の9第1項の表の第2

号の第3欄に掲げる事業の用に供する一の設備であって、これを構成

する減価償却資産(所得税法施行令(昭和40年政令第96号)第6条第1号

第4条 市長は、情報通信産業振興地域の区域内において、沖振法第28

条第4項の規定による情報通信産業振興計画の提出の日(以下この条に

おいて「提出日」という。)から令和9年3月31日までの間に、同法第2

9条の2第8項に規定する認定情報通信産業振興措置実施計画に従っ

て、租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第42条の9第1項の表の第2

号の第3欄に掲げる事業の用に供する一の設備であって、これを構成

する減価償却資産(所得税法施行令(昭和40年政令第96号)第6条第1号



2/4 

から第7号まで又は法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第13条第1

号から第7号までに掲げるもの(特定高度情報通信技術活用システムの

開発供給及び導入の促進に関する法律(令和2年法律第37号)第2条第1

項に規定する特定高度情報通信技術活用システム(以下「特定高度情報

通信技術活用システム」という。)にあっては租税特別措置法第10条の

5の5第1項又は第42条の12の6第1項に規定する認定導入計画に記載

された当該各項に規定する認定特定高度情報通信技術活用設備(以下

「認定特定高度情報通信技術活用設備」という。)に限る。)に限る。)

の取得価額の合計額が1,000万円を超えるもの又は機械及び装置並び

に器具及び備品(特定高度情報通信技術活用システムにあっては認定

特定高度情報通信技術活用設備に限る。)で、これらの取得価額の合計

額が100万円を超えるものを新設し、又は増設した青色申告者等(沖振

法第29条の2第6項に規定する認定事業者で、同法第31条第1項に規定

する主務大臣の確認を受けた者に限る。)について、当該設備である機

械及び装置、家屋若しくは構築物又は当該家屋若しくは当該構築物の

敷地である土地(提出日以後において取得したものに限り、かつ、土地

については、その取得の日の翌日から起算して1年以内に当該土地を

敷地とする当該家屋又は当該構築物の建設の着手があった場合にお

ける当該土地に限る。)に対して課する固定資産税は、新たに課される

こととなった年度以後5年度分について、課税を免除する。 

から第7号まで又は法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第13条第1

号から第7号までに掲げるもの(特定高度情報通信技術活用システムの

開発供給及び導入の促進に関する法律(令和2年法律第37号)第2条第1

項に規定する特定高度情報通信技術活用システム(以下「特定高度情報

通信技術活用システム」という。)にあっては租税特別措置法第10条の

5の5第1項又は第42条の12の6第1項に規定する認定導入計画に記載

された当該各項に規定する認定特定高度情報通信技術活用設備(以下

「認定特定高度情報通信技術活用設備」という。)に限る。)に限る。)

の取得価額の合計額が1,000万円を超えるもの又は機械及び装置並び

に器具及び備品                       

                  で、これらの取得価額の合計

額が100万円を超えるものを新設し、又は増設した青色申告者等(沖振

法第29条の2第6項に規定する認定事業者で、同法第31条第1項に規定

する主務大臣の確認を受けた者に限る。)について、当該設備である機

械及び装置、家屋若しくは構築物又は当該家屋若しくは当該構築物の

敷地である土地(提出日以後において取得したものに限り、かつ、土地

については、その取得の日の翌日から起算して1年以内に当該土地を

敷地とする当該家屋又は当該構築物の建設の着手があった場合にお

ける当該土地に限る。)に対して課する固定資産税は、新たに課される

こととなった年度以後5年度分について、課税を免除する。 

(産業イノベーション促進地域における課税免除) (産業イノベーション促進地域における課税免除) 

第5条 市長は、産業イノベーション促進地域の区域内において、沖振法

第35条第4項の規定による産業イノベーション促進計画の提出の日

(以下この条において「提出日」という。)から令和7年3月31日までの

間に、同法第35条の3第8項に規定する認定産業高度化・事業革新措置

実施計画に従って、同法第3条第9号に規定する、製造業等又は同条第

第5条 市長は、産業イノベーション促進地域の区域内において、沖振法

第35条第4項の規定による産業イノベーション促進計画の提出の日

(以下この条において「提出日」という。)から令和9年3月31日までの

間に、同法第35条の3第8項に規定する認定産業高度化・事業革新措置

実施計画に従って、同法第3条第9号に規定する、製造業等又は同条第
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10号に規定する産業高度化・事業革新促進事業の用に供する設備のう

ち、租税特別措置法第12条第1項の表の第1号若しくは第45条第1項の

表の第1号の規定の適用を受ける設備(特定高度情報通信技術活用シス

テムにあっては認定特定高度情報通信技術活用設備に限る。)であって

取得価額の合計額が1,000万円を超えるもの又は機械及び装置並びに

器具及び備品(特定高度情報通信技術活用システムにあっては認定特

定高度情報通信技術活用設備に限る。)で、これらの取得価額の合計額

が100万円を超えるものを新設し、又は増設した青色申告者等(沖振法

第35条の3第6項に規定する認定事業者で、同法第36条に規定する主務

大臣の確認を受けた者に限る。)について、当該設備(倉庫業の用に供

するものを除き、かつ、規則の定めるところにより、市長が将来の自

団体の税源涵養のため特に課税を免除することが適当と認める場合

に限る。)である機械及び装置、家屋若しくは構築物又は当該家屋若し

くは当該構築物の敷地である土地(提出日以後において取得したもの

に限り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して1年

以内に当該土地を敷地とする当該家屋又は当該構築物の建設の着手

があった場合における当該土地に限る。)に対して課する固定資産税

は、新たに課されることとなった年度以後5年度分について、課税を免

除する。 

10号に規定する産業高度化・事業革新促進事業の用に供する設備のう

ち、租税特別措置法第12条第1項の表の第1号若しくは第45条第1項の

表の第1号の規定の適用を受ける設備(特定高度情報通信技術活用シス

テムにあっては認定特定高度情報通信技術活用設備に限る。)であって

取得価額の合計額が1,000万円を超えるもの又は機械及び装置並びに

器具及び備品                        

                 で、これらの取得価額の合計額

が100万円を超えるものを新設し、又は増設した青色申告者等(沖振法

第35条の3第6項に規定する認定事業者で、同法第36条に規定する主務

大臣の確認を受けた者に限る。)について、当該設備(倉庫業の用に供

するものを除き、かつ、規則の定めるところにより、市長が将来の自

団体の税源涵養のため特に課税を免除することが適当と認める場合

に限る。)である機械及び装置、家屋若しくは構築物又は当該家屋若し

くは当該構築物の敷地である土地(提出日以後において取得したもの

に限り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して1年

以内に当該土地を敷地とする当該家屋又は当該構築物の建設の着手

があった場合における当該土地に限る。)に対して課する固定資産税

は、新たに課されることとなった年度以後5年度分について、課税を免

除する。 

(促進区域における課税免除) (促進区域における課税免除) 

第6条 市長は、促進区域内において、地域未来投資促進法第4条第6項

の規定による地域経済牽引事業の促進に関する基本的な計画の同意

の日(当該同意の日が令和5年3月31日以前であるものに限る。以下こ

の条において「同意日」という。)から令和5年3月31日までに促進区域

対象施設を設置した青色申告者等である承認地域経済牽引事業者(地

域未来投資促進法第13条第4項又は第7項の規定による承認を受けた

第6条 市長は、促進区域内において、地域未来投資促進法第4条第6項

の規定による地域経済牽引事業の促進に関する基本的な計画の同意

の日(当該同意の日が令和10年3月31日以前であるものに限る。以下こ

の条において「同意日」という。)から令和10年3月31日までに促進区

域対象施設を設置した青色申告者等である承認地域経済牽引事業者

(地域未来投資促進法第13条第4項又は第7項の規定による承認を受け
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者をいう。以下この条において「牽引事業者」という。)について、当

該対象施設の用に供する家屋若しくは構築物(同意日以降に、牽引事業

者が建設の後事業の用に供されたことのない家屋若しくは構築物を

取得し、又は新たに建設した場合に、当該促進地域対象施設の用に供

する部分に限るものであり、事務所等に係るものを除く。)又はこれら

の敷地である土地(牽引事業者が同意日以後において取得したものに

限り、かつ、その取得の日の翌日から起算して1年以内に当該土地を敷

地として、この条における家屋又は構築物の建設の着手があった場合

における当該土地に限る。)に対して課する固定資産税は、新たに課さ

れることとなった年度以後3年度分について、課税を免除する。 

た者をいう。以下この条において「牽引事業者」という。)について、

当該対象施設の用に供する家屋若しくは構築物(同意日以降に、牽引事

業者が建設の後事業の用に供されたことのない家屋若しくは構築物

を取得し、又は新たに建設した場合に、当該促進地域対象施設の用に

供する部分に限るものであり、事務所等に係るものを除く。)又はこれ

らの敷地である土地(牽引事業者が同意日以後において取得したもの

に限り、かつ、その取得の日の翌日から起算して1年以内に当該土地を

敷地として、この条における家屋又は構築物の建設の着手があった場

合における当該土地に限る。)に対して課する固定資産税は、新たに課

されることとなった年度以後3年度分について、課税を免除する。 

  

 


